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2023年２月 17日 

各 位 

会 社 名    東リ株式会社 

代表者名    代表取締役社長 永嶋 元博 

 （コード番号 7971 東証プライム市場） 

問合せ先責任者 常務執行役員管理本部長 

兼経理財務部長 荒木 陽三 

（TEL 06-6494-6691） 

 

 

完全子会社間の吸収合併及び存続会社の商号変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023 年２月 17 日開催の取締役会において、当社の完全子会社である東リオフロケ株式会社（以下、

東リオフロケ）及び 2023 年２月１日付で当社の完全子会社となった東洋インテリアサービス株式会社（以下、

東洋インテリアサービス）について、2023 年３月 31 日を効力発生日として合併し、存続会社である東リオフ

ロケの商号を 2023 年４月 1 日付で「東リインテリアサービス株式会社」とすることを決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

 

１．合併の目的 

東リオフロケは、オフィス空間の美観維持を目的としたタイルカーペットオフロケーションシステム

を強みとした事業を展開しております。また、東洋インテリアサービスは、大型店舗関連の内装仕上工

事を中心に事業を展開しており、大手総合スーパーのリニューアル工事を請け負うなど、店舗工事に関

するノウハウを有しております。 

この度、経営の効率化と顧客基盤の強化、オフロケーション事業の拡大を目的として、東リオフロケ

と東洋インテリアサービスを、東リオフロケを存続会社として合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議日 2023年２月 17日 

合併契約締結日 2023年２月 17日 

合併期日（効力発生日） 2023年３月 31日（予定） 

 

（２）合併の方式 

東リオフロケを存続会社とする吸収合併方式で、東洋インテリアサービスは解散いたします。 

 

（３）本合併に係る割当ての内容 

当社の完全子会社間の合併であるため、本合併による株式割当その他の対価の交付は行いません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．本合併の当事会社の概要 

  合併存続会社 合併消滅会社 

（１） 名 称 東リオフロケ株式会社 東洋インテリアサービス株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県厚木市温水２０２０番地 神奈川県横浜市中区長者町五丁目 

５１番地１－４０８ 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 枝村 直太 代表取締役社長 山﨑 文雄 

（４） 事 業 内 容 内装仕上げ工事事業及びタイルカー

ペットの洗浄・メンテナンス事業 

内装仕上げ工事事業 

（５） 資 本 金 30百万円 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1992年 10月１日 1974年８月 22日 

（７） 発 行 済 株 式 数 600株 20,000株 

（８） 決 算 期 ３月 31日 ５月 31日 

（９） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 当社 100.0％ 当社 100.0％ 

（10） 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2022年３月期 2022年５月期 

 純 資 産 68百万円 214百万円 

 総 資 産 96百万円 222百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 114,141円 66銭 10,713円 15銭 

 売 上 高 85百万円 74百万円 

 営 業 損 失 （ △ ） △13百万円 △6百万円 

 経 常 損 失 （ △ ） △12百万円 △2百万円 

 当 期 純 損 失 （ △ ） △10百万円 △2百万円 

 1 株当たり当期純損失（△） △17,013円 33銭 △111円 86銭 

 

４．存続会社の商号変更 

合併存続会社の東リオフロケは、2023 年４月１日をもって「東リインテリアサービス株式会社」に商

号変更いたします。 

 

５．本合併及び商号変更後（2023年４月１日）の状況 

（１） 名 称 東リインテリアサービス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区東新橋２－１０－４ 東リ東京ビル１階 

（３） 就任予定の代表者の役職･氏名 代表取締役社長 山本 一人 

（４） 事 業 内 容 内装仕上げ工事事業及びタイルカーペットの洗浄・メンテナンス事業 

（５） 資 本 金 30百万円 

（６） 決 算 期 ３月 31日 

 

６．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社間の合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


